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いま、地方税の徴収・滞納処分のやり方が、

あまりにもひどすぎるという声が、全国にあふ

れています。大阪では貸室業の男性が固定資産

税を滞納し、市税事務所のきびしい取立てを苦

に自殺するという痛ましい事件がおきました。 

国税については、税務署を相手に納税の猶予

などの｢納税緩和措置｣と通達などを活用して、

政課を挙げてきましたが、地方税のほうは徴税

職員に、法律の縛りがほとんどないかのような

言動も多いのが現状です。総務省の｢地方税の徴

収対策の一層の推進について(07年3月27日)

は民間導入も、クレジットも、公売もどんどん

やれとハッパをかけているような状況がありま

す。 

岡山県でも、県税(法人県民税、法人事業税、

個人事業税、自動車税など)の滞納に対する徴収

の強化が現れています。以下に、近年県下の民

主商工会員に対して行われたひどい取立てに付

いて報告します。 

 

1．倉敷民商会員に対する普通預金(給与)

差し押さえ事件（倉敷県民局に対する要望

書より） 

2009 年 7月 25 日、事業税の滞納者が生活

費である給与全額 17 万円を県民局によって奪

い取られるという事件がありました。この事件

について、県当局は｢預金通帳に振り込まれた時

点で給与は差押禁止債権の性格を失っている｣

として生活が困窮しようが容赦なく滞納処理を

することを表明しました。この｢人殺しの論理｣

とも言える考え方について以下の点で間違いが

あるので是正し、奪い去った給与については直

ちに返還することを求めました。 

①平成 10 年2 月 10日最高裁第３小法廷判決 

は、金融機関が年金受給者に対して支給された 

国民年金と労災保険を貸付金と相殺したことの 

可否を争ったものです。当事者は銀行と個人で 

あって、行政行為を問題にした判決ではありま 

せん。したがって、これを今回のような行政行 

為に当てはめることは間違った類推解釈です。 

今後このようなことがないようこの判例を行政 

が採用することをやめていただきたいと申し入 

れました。 

 

②「生活費を奪われては困る」という当事者の 

訴えに対して本件の担当者は｢サラ金にでも借 

りればいいんじゃないですか｣と発言しました。 

しかも、かなり侮蔑した態度だったといいます。 

県民局が県民に対して高利貸しに借金を薦める 

など言語道断です。 

 

③以上の点で差し押さえた給与＝生活費の即時 

返還を求めました。県民局側の答弁は「督促を 

無視した悪質滞納者である」と言い、「差し押さ 

えについては何ら違法性はない」と「人殺しの 

論理」だとは思わないことを表明しました。 

 

2．岡山民商会員に対する預金（売掛金）

差し押さえ事件 

①（事実認定） 

2010 年 6月 7 日、岡山県備前県民局は預金残

高 1,174 円の通帳に 5 月分の売掛金 99 万円

余りが振り込まれた途端に 774,779 円の差押

今こそ地方税に納税者の権利を 
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を行いました。99 万円余りのうち 60万円余り

は｢外注費｣として下請業者に支払ういわゆる”

労務費“であります。 

民商・全商連が 2008年に行った国税庁との

交渉によると滞納税金の差押は｢生存権や財産

権もあり、原則として生活費や仕入資金などの

生存権的財産は守られなくてはならない｣と明

言しています。 

本人は長引く不況の中で国税を 1 万円、市県

民税を 2 万5 千円、国保料を 1万円、そして備

前県民局に対して個人事業税を毎月2万4千円

ずつ分割納付を続けてきました。最大限の支払

の努力を続けてきて、苦しいときには、その都

度経営状況を報告していたのです。しかし、

2010年４月の分納がたった1回送れたことを

もっていきなり差押を行ったことは著しく不当

というべきです。 

②備前県民局が事業税を滞納し分割払いを続け 

ている会員の預金を差し押さえました。岡山県 

税務課の担当者に対して不当性を訴えましたが、 

異議があれば、不服申し立てをしてくださいと 

居直るばかりでした。 

・2010 年 6 月 7 日に県税に 747,779 円の

差押を受けていた会員の異議申し立てを７月

30 日に提出していたが 9 月 27 日に県より棄

却するとの答弁書が届きました。 

・同年 11 月 12 日、差押の審査請求で、本人

を含めて 5人で口頭意見陳述を行いました。 

・2011 年 2月に岡山県備前県民局より、再弁

明書が届きました。 

・同年 4 月、本人からの申し出があり、審査請

求を取り下げました。 

 

3．生存権、憲法 25 条を活かした納税制

度を 

今後の方向としては、生存権、憲法 25 条を

いかに生かしていくかということです。滞納者、

納税者側から見ても、徴収する側から見ても重

視しなければなりません。公務労働というもの

は、もともと生存権を以下に確立していくかと

いう国、自治体の義務を実現する為にある仕事

といえます。だからこそ今、この滞納問題をき

っかけに税制全般を考えていき、そこから生存

権をいかに膨らませていくかというのが一番重

要なことだと思います。 
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（注） 1　収税職員数は、課長を除いた年度末現在の職員数である。

2　調定数は、滞納繰越分を含む。

3　滞納処分票整理累計は、生カード以外の滞納処分票の累計である。

4　自動車税、自動車取得税、地方消費税、県たばこ税、狩猟税を除く。

5　収税職員数（Ａ）欄の（ ）内は、個人住民税徴収対策担当者で別掲。
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